
 

 

令和８年度（2026年度）第１回 

北海道障がい者施策推進審議会（書面開催） 
     

 
 
 

○ 議  事 

 １ 協議事項 

第１期ほっかいどう障がい福祉プランの中間見直しについて 

 
 
 
 
■資料一覧 

 

・資料１   第１期ほっかいどう障がい福祉プラン中間見直しについて 

 

 ・資料２   第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画に係る国の基本指針 

について（概要） 

 

  ・資料３   第１期ほっかいどう障がい福祉プランの中間見直しについて 

（見直しの視点・施策に係る課題） 

  

  ・資料４   令和７年度審議会における委員からの御意見への対応 
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第１期ほっかいどう障がい福祉プラン中間見直しについて 
 

１ 第１期ほっかいどう障がい福祉プランについて 

（１）計画の位置付け 

   道の障がい福祉施策の基本的な方向性を示す「北海道障がい者基本計画」と、地域において必要な障害福祉

サービス等及び障害児通所支援等が計画的に提供されるための実施計画「北海道障がい福祉計画」を統合し、

本プランを策定。 

 

（２）計画期間 

   令和６年度から令和 11年度 

令和８年度に目標の達成状況や障がい施策の動向、国の障害者基本計画の策定作業などを踏まえて、調査・分

析及び評価を行い、必要な見直しを行うこととしている。 

  

（３）中間見直しについて 

    「ほっかいどう障がい福祉プラン」は、３年ごとの見直しサイクルでは、期間が短く十分な検証を行うことが

できないなどの理由から、計画期間を６年間とし、中間年に必要な見直しの検討を行うこととしており、中間見

直しは、成果目標の追加やサービス見込量の更新のほか、必要に応じて、法改正等を踏まえた本文の見直しを行

う。 

 

資料１ 
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２ 中間見直しの検討組織 

総括審議組織 北海道障がい者施策推進審議会 主な検討事項 

 

分野別 

検討組織 

・北海道障がい者

施策推進審議会 

権利擁護部会 ・権利擁護の推進 

意思疎通支援部会 ・北海道意思疎通支援条例・手話言語条例の推

進 

医療的ケア児支援部会 ・発達障がいのある人や医療を必要とする人等

への支援 

・北海道自立支援協議会 ・各部会の検討状況のとりまとめ・総括質疑 

 

地域体制整備部会 ・相談支援体制の確保、地域生活支援拠点等の

整備 

・人材の養成・確保・定着及びサービスの質の向

上 

地域生活支援部会 ・障がいのある人が暮らしやすい地域づくり 

・障がい者の地域生活への移行促進 

・精神保健福祉審議会 ・保健福祉・医療施策の充実 

・北海道発達支援推進協議会 ・発達障がいのある人への支援、障がい児支援

の充実 

・北海道障がい者就労支援推進委員会 ・就労支援の施策・充実強化 
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３ 関係団体への意見照会について 

  中間見直しは成果目標、活動指標（サービス見込量）に関する内容が大半となることから、計画策定時に開催し

ているタウンミーティングは行わないこととするが、中間見直しにあたり、関係団体の意見を伺うことの重要性を

考慮し、関係団体に意見照会を行う。 

 

 

４ 今後の主なスケジュール予定 

 

時 期 実施内容 

６月上旬 ～ 

７月下旬 

○第１回北海道障がい者施策推進審議会：書面開催 

 ・中間見直し協議（見直し体制、スケジュール、課題整理等） 

※各検討部会及び関係協議会等開催（７月～１０月：２回程度開催） 

  ・見直しの基本的な考え方協議、分野別の現状、課題分析、計画素案協議 

７月上旬 ～ 

９月下旬 

○第２回北海道障がい者施策推進審議会（８月上旬） 

 ・見直しの基本的な考え方協議 

○関係団体への意見照会（９月） 

１０月上旬 ～ 

１月上旬 

○第３回北海道障がい者施策推進審議会（１０月中旬） 

 ・計画素案協議 ⇒ 素案修正 

○パブリックコメントの実施 

１月中旬 ～ 

２月上旬 

○第４回北海道障がい者施策推進審議会（１月中旬） 

 ・計画案協議 ⇒ 計画案修正 
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第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画に係る国の基本指針について（概要） 

 

１ 基本指針について 

  

・「基本指針」（大臣告示）は、障害福祉施策に関する基本的事項や成果目標等を定めるもの。Ｒ８年３月に告示。 

 ・都道府県・市町村は、基本指針に即して３か年の「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定。計画期間※はＲ８～11年度 

※計画期間については、３年を１期として策定することを基本としつつ、道府県・市町村の実情に応じ、柔軟な期間設定が可能 

 

 

 

２ 基本指針の主なポイント 

   

①入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援   ⑨高次脳機能障害者に対する支援 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築    ⑩人口減少地域におけるサービスの維持・確保 

③福祉施設から一般就労への移行等            ⑪「地域共生社会」の実現に向けた取組 

④障害児支援の提供体制の整備等             ⑫住宅セーフティネット制度との連携 

⑤地域における相談支援体制の充実強化          ⑬地域差の是正・指定の在り方等 

⑥障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立った     ⑭障害者等に対する虐待の防止等 

 ケア充実のための生産性の向上             ⑮スポーツ・健康増進活動による社会参加等の促進 

⑦障害福祉サービスの質の確保等             ⑯災害時における障害福祉サービス提供の確保 

⑧きめ細かい地域ニーズを踏まえた支援体制の整備 

 

 

 

資料２ 
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３ 成果目標（Ｒ11年度末の目標） 

① 施設入所者の地域生活への移行 

 ・地域移行者数 ：Ｒ７年度末施設入所者の６％以上 

 ・施設入所者数：Ｒ７年度末の５％以上削減 

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 ・精神障害者の精神病床から退院後一年以内の地域における平均生活日数：319.3日以上 

 ・精神病床の１年以上入院患者数 

 ・再入院率：90 日後 10.3％以下、180日後 17.4％以下、365 日後 25.7％以下【新】 

 ・心のサポーター数：令和 15 年度までに 100 万人以上【新】 

 ・K６により住民のこころの状態を把握【新】 

③ 福祉施設から一般就労への移行等 

 ・一般就労への移行者数：Ｒ６年度の 1.31倍以上  

うち移行支援事業：1.14倍、就労Ａ型：1.52倍、就労Ｂ型：1.67倍 

 ・就労移行支援事業所終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所：就労移行支援事業所の５割以上 

 ・就労定着支援事業の利用数：令和６年度末実績の 1.47倍以上 

 ・就労定着支援終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業所の割合：２割５分以上 

 ・協議会設置圏域ごとに就労選択支援事業所を設置、R11 年度の就労選択支援利用者を 82,000人以上【新】 

 ・各都道府県は地域の就労支援ネットワークの強化、関係機関の連携した支援体制を構築するため、協議会を活用して推進 

④ 障害児支援の提供体制の整備等 

 ・４つの中核機能を確保：各市町村又は圏域、インクルージョン推進のための協議の場の設置：各都道府県・市町村又は圏域【新】 

 ・難聴児を総合的に支援するための計画の策定、難聴児支援のための中核的機能を果たす体制及び新生児聴覚検査から療育等につなげる連

絡体制の構築：各都道府県 
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 ・主として重症心身障害児を支援する事業所又は重症心身障害児を受け入れる体制を整備した事業所の確保：各市町村又は圏域 

 ・医療的ケア児等支援に関する協議の場・コーディネーターの配置：各都道府県・各市町村又は圏域 

 ・障害児入所施設からの移行調整に係る協議の場を設置：各都道府県 

 ・障がい児等への伴走的な相談支援体制構築及び連携体制の確保：市町村又は圏域【新】 

 ・強度行動障害の状態にある児に関する支援ニーズを把握及び支援体制の整備：各都道府県【新】 

⑤ 地域生活支援の充実 

 ・各市町村に地域生活支援拠点等を整備、コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、年１

回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討 

 ・強度行動障害の状態にあるものに関し、支援ニーズの把握及び支援体制整備 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

 ・各市町村において、基幹相談支援センターを設置等 

・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等 

・相談支援体制の地域診断を行った上で体制の強化を図ることにより、令和 11 年度末までに、のぞまないセルフプランの件数をゼロとす

る。【新】 

⑦ 障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケア充実のための生産性向上 

・人材確保や生産性向上に関するワンストップ窓口の設置【新】 

・生産性向上等に向けた関係者の連携を図る協議会の設置【新】 

・都道府県における相談支援専門員研修等の実施 

⑧ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

・各都道府県及び各市町村において、サービスの質向上のための体制を構築 

 ・各都道府県等の障害福祉サービス等情報公表制度における管内事業所の公表率及び更新率（毎年度１回）を 100％とする。【新】 

 



第１期ほっかいどう障がい福祉プランの中間見直しについて

■中間見直しについて

「ほっかいどう障がい福祉プラン」については、３年ごとの見直しサイクルでは、期間が短く十分な検証を行うことができな

いなどの理由から、計画期間を６年間とし、中間年に必要な見直しの検討を行うこととしており、中間見直しは、成果目標の

追加やサービス見込量の更新のほか、必要に応じて、法改正等を踏まえた本文の見直しを行う。

■見直しの視点

①成果目標 ～目標値の追加等

②サービス見込量～市町村による見込量の積み上げによる再設定

③本文 ～①審議会で整理いただいた課題のほか、②国の動向・最近の情勢を踏まえた課題に対応した見直し

No 取組項目 審議会で整理いただいた主な課題 国の動向・最近の情勢を踏まえた課題 備考

１ 権利擁護 ・虐待防止の効果的な施策実施が必要

・差別解消法のさらなる普及啓発

・効果的な認知度向上のため、民間企業や

小学生等への合理的配慮の理解促進

【推進本部での意見、審議会での評価】

２ 暮らしやすい

地域づくり

・条例のさらなる周知

・暮らしやすい地域づくり委員会のさらな

る周知

３ 就労支援 ・企業認証制度のさらなる周知と登録増に

向けた働きかけ

・優先調達の一層の促進

【議会議論】

■各施策に係る課題

ちいき

資料３

（見直しの視点・施策に係る課題）



No 取組項目 審議会で整理いただいた主な課題 国の動向・最近の情勢を踏まえた課題 備考

４ 相談支援・

地域移行

・地域生活支援拠点の整備に向けた市町村の

実態把握

・虐待防止など事業者指導の推進

・事業者指導の見直しが必要

【サービス報酬不正受給・虐待事案

の発生】

・就労系事業所における作業・訓練の

質の確保

【在宅就労に関する国からの通知】

５ サービス提供基盤の

整備

・物価高騰を踏まえた施設整備補助の国への

財源確保の働きかけ

６ 保健福祉・医療施策

の充実

・市町村における相談及び援助の体制整備な

ど、「精神障がいにも対応した地域包括ケア

システム」に係る取組の推進

・高次脳機能障害者支援に係る支援セ

ンターや協議会設置等を検討

【高次脳機能障害者支援法施行】

７ 多様な人材の確保・

定着・養成及びサー

ビスの質の向上

・相談支援専門員・サビ管等の人材確保・資

質向上のための研修機会確保

・障がい福祉分野への就職に向けた継続的な

働きかけ

８ 障がい児支援の充実 ・児童発達支援センター等及び医ケア児支援

に係る協議の場設置に向けた働きかけ



No 取組項目 審議会で整理いただいた主な課題 国の動向・最近の情勢を踏まえた課題 備考

９ 発達障がいのある人

や在宅の障がいのあ

る人等への支援

・強度行動障がい等への支援体制の整備等 ・道における発達障害者地域支援マネ

ジャー事業開始（R7.4）

【道事業の実施】

10 自立と社会参加の促

進・取組定着

・障がい者芸術文化活動支援センターが全道

域での活動となるよう検討

11 北海道意思疎通支援

条例・手話言語条例

の施策の推進

・遠隔手話サービス等の活用の市町村への働

きかけ

・児童・生徒の手話を知る機会の確保

12 安全確保に備えた地

域づくりの推進

・災害対策に係る支援については全庁的に取

り組む必要がある



令和７年度審議会における委員からの御意見への対応 資料４

No 委員名 意見・質問 対応 担当係

1 山田委員

　資料１－⑩について、障がい者が社会参加するに当たり、移動

支援が必要だと思うのですが、そこに対しての、取組内容や支援

がないのはどうしてでしょうか。

これまで「計画期間内の具体的な取組」に移動支援関係の項

目がなかったので、令和７年度の実績から移動支援に関する

内容も記載する 社会参加係

2 山田委員

資料１－⑪について、こちらの課題などに、小中学生向けの手話

の出前教室などと書かれているのですが、小中だけでなく、高校

も含めた小中高での啓発活動が必要ではないかと考えます。

教育部門及び派遣先である北海道ろうあ連盟と調整して、高

校生も対象に追加するよう変更予定
社会参加係

社会参加係

・関係部署に審議会での意見を伝達した。

・福祉避難所については、現在、道内全ての市町村において

整備されている状況にあるが、更なる確保に向けた取組が必

要。国の指針においては、想定される避難者数を勘案した上

で、障がい等の特性に配慮し、必要な福祉避難所数の確保が

求められているところ。

・個別避難計画については、計画優先度が高いと市町村が判

断する方については、地域の実情を踏まえながら、改正法施

行後５年程度で個別避難計画の作成に取り組むこととされてお

り、市町村支援を行ってきた。令和8年度以降も、取組が停滞

している市町村に早期取組に向けた働きかけを実施。

3 山田委員

　資料１－⑫に関してですが、個別避難計画や、災害時の手引

き、手帳など、各所で同じことをやっているのが垣間見られて、

無駄が多いように感じます。

　今後の改善の方向性の部分で、「災害や感染症等が発生した際

の障がい者への必要な配慮について、引き続き、見直しや情報提

供を進める」とありますが、そもそもの情報が、少なすぎると感

じております。

　国の指定難病の場合は、保健所から特定疾患が発行され、難病

患者の数などを把握しているので、その情報を各自治体できちん

とつかんで欲しいと考えます。それが個別避難計画の策定に繋が

る考えております。 災害弱者や取り残された人が生まれない施策

をお願いしたい。


